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貸 借 対 照 表 

 

 

（2025年３月31日現在） 
  

資  産  の  部 負  債  の  部 
科    目 金  額 科    目 金  額 

 千円  千円 

流 動 資 産 13,753,996 流 動 負 債 5,665,482 
現 金 及 び 預 金 2,382,703 支 払 手 形 22,237 
受 取 手 形 260,112 電 子 記 録 債 務 894,435 
電 子 記 録 債 権 2,285,025 買 掛 金 1,307,581 
売 掛 金 4,070,818 短 期 借 入 金 1,320,000 

商 品 及 び 製 品 1,671,349 
１年内返済予定の長期借入

金 
436,920 

仕 掛 品 1,515,844 リ ー ス 債 務 14,749 
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,497,929 未 払 金 50,500 
前 払 費 用 46,858 未 払 費 用 278,608 
前 渡 金 32 未 払 法 人 税 等 400,850 
そ の 他 25,322 前 受 金 35,031 
貸 倒 引 当 金 △2,000 預 り 金 274,330 

固 定 資 産 12,659,580 前 受 収 益 303 
有 形 固 定 資 産 8,409,854 賞 与 引 当 金 515,556 
建 物 3,388,555 そ の 他 114,377 
構 築 物 80,156 固 定 負 債 1,659,502 
機 械 及 び 装 置 192,199 長 期 借 入 金 1,091,940 
工 具 、 器 具 及 び 備 品 208,629 リ ー ス 債 務 32,132 
土 地 3,609,027 繰 延 税 金 負 債 308,055 
リ ー ス 資 産 42,619 再評価に係る繰延税金負債 99,876 
建 設 仮 勘 定 888,666 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 1,925 

無 形 固 定 資 産 256,241 資 産 除 去 債 務 13,172 
ソ フ ト ウ ェ ア 237,870 長 期 未 払 金 41,966 
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 13,126 そ の 他 70,435 
そ の 他 5,244 負 債 合 計 7,324,985 

投 資 そ の 他 の 資 産 3,993,484 純  資  産  の  部 
投 資 有 価 証 券 2,606,456 株 主 資 本 18,563,490 
関 係 会 社 株 式 586,625 資 本 金 350,000 
関 係 会 社 出 資 金 135,000 資 本 剰 余 金 2,609,014 
長 期 前 払 費 用 8,573 資 本 準 備 金 1,751,219 
前 払 年 金 費 用 455,902 そ の 他 資 本 剰 余 金 857,795 
従業員に対する長期貸付金 7,145 利 益 剰 余 金 15,604,476 
破 産 更 生 債 権 等 376 利 益 準 備 金 162,748 
そ の 他 193,781 そ の 他 利 益 剰 余 金 15,441,728 
貸 倒 引 当 金 △376 圧 縮 記 帳 積 立 金 121,387 

  別 途 積 立 金 7,586,000 

  
繰 越 利 益 剰 余 金 
（ う ち 当 期 純 利 益 ） 

7,734,340 
(1,727,107) 

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 525,100 
  その他有価証券評価差額金 840,186 
  土 地 再 評 価 差 額 金 △315,086 
  純 資 産 合 計 19,088,591 

資 産 合 計 26,413,576 負 債 及 び 純 資 産 合 計 26,413,576 

（注）記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表 
 

  

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券 

  子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法 

  その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの … 時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

市 場 価 格 の な い 株 式 等 … 移動平均法による原価法 

（2）デリバティブ取引により生じる正味の債権及び債務の評価基準及び評価方法 

  時価法 

（3）棚卸資産 

  商品・原材料及び貯蔵品…移動平均法に基づく原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法) 

  製品及び仕掛品…個別法又は総平均法に基づく原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法) 
    
2. 固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 

ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物          ３〜50年 

構築物         ７〜40年 

機械及び装置      ２〜７年 

工具、器具及び備品   ２〜20年 

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 

ソフトウェアは、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

（3）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。 

 

3. 引当金の計上基準 

（1） 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によっており、貸倒懸念債権

及び破産更生債権等については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

（2） 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期の負担分を計上しております。 

（3） 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

  退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

  数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（３年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌期から費用処理し
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ております。 

  過去勤務費用については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（３年）による定額法により費用処理しております。 

（4） 役員退職慰労引当金 

執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、規程に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。 
 
 
４. ヘッジ会計の方法 

（1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

（2）ヘッジ対象とヘッジ手段 

外貨建取引をヘッジ対象とし、為替予約をヘッジ手段としております。 

（3）ヘッジ方針 

ヘッジ取引は実需に基づいたリスクのみを対象とし、投機的な手段としては行っておりません。 

 

５. 重要な収益及び費用の計上基準 

収益を認識するにあたっては、当社の事業である分析機器事業における製品の販売、サービス業

務及びその他の販売について、顧客との契約に基づき履行義務を識別しており、通常は下記の時

点で当社の履行義務を充足すると判断して収益を認識しております。 

 

・分析機器事業においては、ガスクロマトグラフ及び液体クロマトグラフの装置・消耗品等の開

発・製造・販売を行っております。 

・製品・商品の販売に係る収益 

製品・商品の販売については、製品・商品の引渡時点において、顧客が当該製品・商品に対す

る支配を獲得し、履行義務が充足されると判断し、当該時点において収益を認識しております。

国内販売においては出荷時から当該製品・商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常

の期間である場合には、出荷した時点で収益を認識し、輸出販売においては顧客と合意した地

点に製品・商品が到着した時点で収益を認識しております。 

・サービス及びその他の販売に係る収益 

サービス及びその他の販売に係る収益には、主に製品に関連した点検保守、修理、移設などの

業務に係る収益が含まれ、サービス提供完了時点において収益を認識しております。 

取引価格の算定については、顧客との契約において約束された対価から、値引き額等を控除し

た金額で算定しております。これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める

支払条件により概ね１年以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりません。 

 

６. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。 
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Ⅱ 貸借対照表関係 

1. 関係会社に対する金銭債権債務 

短期金銭債権 136,412 千円 

短期金銭債務 1,350,118 千円 

長期金銭債務 120 千円 

   
 
2. 有形固定資産の減価償却累計額 6,110,254 千円 

 

3．土地の再評価 

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号最終改正平成13年６月29日）に基

づき、2002年３月31日に事業用の土地の再評価を行っております。なお、再評価差額については、

土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成 11年３月31日公布法律第24号）に基づき、

再評価差額から再評価に係る繰延税金負債を 控除した金額を土地再評価差額金として純資産の部

に計上しております。 
 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める、

地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の

価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行っ

て算定する方法 

再評価を行った年月日                        2002年３月31日 

再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額  △46,549千円 

 

4. 担保に供している資産 

建 物 124,296 千円 

土 地 401,333 千円 

計 525,629 千円 

 

  担保資産に対応する債務 

一年内返済予定の長期借入金 223,800 千円 

長期借入金 276,200 千円 

計 500,000 千円 

 

5. 債務保証 

 下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。 

ジーエルテクノホールディングス株式会社 349,000 千円 
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Ⅲ 税効果会計関係 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

    繰延税金資産 

土地再評価差額（損） 167,710 千円 

賞与引当金損金算入限度超過額 157,863 千円 

関係会社株式評価損 128,720 千円 

開発用試験研究費 36,109 千円 

未払社会保険料 23,711 千円 

未払事業税 23,065 千円 

一括償却資産 15,488 千円 

長期未払金 13,227 千円 

棚卸資産評価損 7,573 千円 

役員退職慰労引当金 606 千円 

その他 16,615 千円 

繰延税金資産小計 590,692 千円 

評価性引当額 △313,178 千円 

繰延税金資産合計 277,513 千円 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 386,721 千円 

退職給付に係る資産 143,700 千円 

土地再評価差額金（益） 99,876 千円 

圧縮積立金（益） 55,147 千円 

繰延税金負債合計 685,445 千円 

繰延税金資産負債純額 △407,932 千円 

 

Ⅳ 関連当事者との取引 

属 性 会社等の名称 

議決権等の 

所有（被所 

有）割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科 目 

期末残高 

（千円） 

親会社 

ジーエルテ

クノホール

ディングス

株式会社 

被所有 
直接100% 

役員の兼任 

経営指導 

資金の借入 

債務保証 

経営指導料の支払（注１） 92,200 未払費用 1,100 

現物配当 1,858,347 － － 

資金の借入（注２） 2,200,000 短期借入金 1,320,000 

債務保証（注３） 349,000 － － 

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注１）経営指導料については、経営の管理、監査及び指導するための契約に基づき決定しており

ます。 
（注２）市場金利を勘案して利率を決定しております。 
（注３）銀行借入に対して債務保証を行っております。取引金額については、債務保証を行ってい

る銀行借入の期末残高を記載しております。なお、保証料等は受領しておりません。 
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Ⅴ １株当たり情報 

1．１株当たり純資産額 1,860円54銭  

2．１株当たり当期純利益 168円34銭  

 

Ⅵ 重要な後発事象 

該当事項はありません。 

  
 


